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サービス業におけるサービス業務改普と
新サービス開発への取り組みの背景
廣田俊郎
I 序
経済社会構造の変化に伴って，第三次産業化，サービス化が進展してき
ており，第三次産業の分野での雇用，生産額の比重が全体の 7割に到達し
ようとしている。それとともに，かつては種々の規制が設けられることの
多かった，このサービス分野においても，次第に規制緩和がなされてきて
おり，その結果として新規参入者の参入が行われるようになり，業界競争
も激化してきている。このような状況のもとで，サービス産業においても，
そのサービス業務をいかに改善してより魅力あるものとしたり，より効果
的なものとするか，あるいは新サーピスの開発をいかに促進するかが重要
な戦略課題となってきている。すなわち，経済社会構造の変化に伴って，
サービス産業が従来と同じサービスを提供するのではなく，新たに生じて
きたニーズに適合したサービスを提供することが期待されるようになって
きたのである。本論は，このような状況のもとにあるサーピス産業におい
て，サービス業務改善を行ったり新サービス開発を行ったりしようとする
理由とはどのようなものであるのかをより詳細に検討しようとするもので
ある。その際，サービス業務改善や新サービス開発に取り組む理由が，企
業のおかれた市場環境の特性と，その企業に固有の能力の特性によってど
のように影響されているのかも解明したい。
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I 分析フレームワークと研究方法
本論では，サービス産業企業のサービス業務改善と新サーピス開発への
取り組みの背景を解明したいわけであるが，一般に企業が，その経営戦略
を決定するプロセスにおいては，まず最初に企業を取り巻く経営環境につ
いての分析を行い，その後自社分析を行って自社の強みを再確認したうえ
で，今後の方向づけを考えるというステップをたどる（アンソフ， 1979)。
このような枠組みを意識したうえでの経営戦略についての計量的研究とし
ては，筆者による複写機産業の経営戦略行動の解明がある（広田， 1980;
広田， 1981)。本論においてもサービス産業が，その経営戦略のあり方を決
定するものとして，企業のおかれた経営環境のあり方と企業の保有する経
営資源のあり方があると考えるような分析枠組みのもとに考察を行ってい
きたい。
ところで，経営戦略のあり方を考えるときのアプローチして資源ベース
視角と市場ポジショニング視角という対比が提唱されてきた（中橋，2000)。
資源ベース視角とは，企業が保有する経営資源や能力をベースとして，企
業活動の発展がなされていくという視角から企業活動をとらえる見方であ
る。この資源ベース視角 (resource-basedview)に立てば，企業が様々な
事業領域に進出していくことを可能にしているのは，企業内の経営資源や
能力であるということになる。また，そのような事業領域における競争優
位を維持することを可能にしているのも，その企業が保有する独自な経営
資源や能力であるということになる。各企業の経営戦略展開を資源ベース
視角にもとづいて見るならば，企業は現在保有する経営資源の有効活用を
図ることを通じて独自の強みを作り出し，それを活かした事業展開と競争
優位の確保をめざしていると見られる。
それに対して市場ポジショニング視角とは，目標達成にとって「都合の
よい環境」に身を置くことを重要な戦略とする立場である。すなわち，企
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業としては， 自社にとって魅力ある市場であり，その市場において競合企
業と競争しても勝てるような市場領域を見いだし，そこに自社事業を位置
づけるとする考え方である。この立場にたてば，ある企業の既存事業の市
場競争環境が非常に厳しいものとなってきているときには， より好ましい
市場を求めての製品開発や新規事業の取り組みがなされると考えられる。
図 1 分析フレームワーク
以上のような見方をともに取り入れることのできるよう，本論では，図
1に示すような分析フレームワークにしたがって分析を行いたい。まず，
サービス企業を取り巻く経営環境があり，そのあり方によって，様々なサ
ービス業務改善や新サービス開発の必要性が明らかになってくると考え
る。ただし，このような経営環境面での動きとは別に，サービス業各社に
おいて重視されることが多いサービス能力とはどのようなものであるのか
もサービス業務改善や新サービス開発のあり方に影響すると考えることに
する。
以上のような分析フレームワークにしたがって分析を進めていくときの
データとしては， 1994年2月に「非製造業におけるサービス改善と新サー
ビス開発のマネジメントに関する質問調査票」と名付けて実施した質問調
査票調査によって得られたデータを利用することにした。その質問調査票
は，日本の非製造業に属する大企業261社に送付し，回答を依頼したもので
ある。なお質問調査票のタイトルには「非製造業」という用語を用いてい
たが，本論においては，非製造業という用語に代えて，サービス産業とい
う用語を用いることにした。なぜならばサービス経済化という動きが語ら
126 (126) 第 46 巻 第 1• 2号合併号
れるときに取り上げられて論ぜられる産業とは，従来「非製造業」と呼ば
れてきた産業であるからである。
また質問票送付対象企業としては，そのサービス産業に属する各業種か
ら売上高上位の会社を選んだ。各業種毎に送付企業数を定めたが，（狭義の）
サービス企業に対する調査を一つの重点としたいという観点から，その他
サービスに属する企業への送付数が比較的大となっており，そのためこの
業種分野に属する企業の売上規模は他の業種分野に比して小となってい
る。送付の宛先としては，『ダイヤモンド会社職員録』 (1991年版）を参照
し，この質問票の調査趣旨から言って妥当と思われる職位の方を選び送付
した。
表 1 回答企業のプロフィール
業種 回答企業数 回答企業の回答による新規事業の代表例 送付（％） 企業数
卸売（商社など） 6 (19.3%) 海外商品開発事業，情報通信，エレクト 31 
ロニクス関連
小売（百貨店） 4 (44.4%) 通信販売事業，高級専門店 ， 
小売（スーパーなど） 6 (31.6%) コンピニエンスストア，ホームセンター， 19 
外食チェーン
銀行 4 (19.0%) 土地信託， リース業 21 
その他金融 2 (40.0%) クレジットカード 5 
保険 4 (30.8%) 損害調査．不動産．人材派遣 13 
証券 2 (13.3%) 投資顧問事業 15 
不動産 1 (9.1%) 回答例なし 11 
海運 3 (37.5%) 複合一貫輸送事業，コンピニサーピス 8 
鉄道・陸運 8 (53.3%) カード事業，ジャズクラプ，レストラン， 15 
都市型CATV,文化事業，プロ野球
陸運（宅配） 5 (71.4%) 引越，物流センター，飲食業，建築 7 
空運 2 (40.0%) 旅行業 5 
倉庫・運輸 2 (20.0%) 不動産業，冷蔵•青果物倉庫 10 
放送・通信 2 (33.3%) 放送以外のソフト製作事業 6 
電力 2 (22.2%) 電気通信事業 ， 
ガス（都市ガス） 3 (33.3%) 工業用ガス製造販売，建材小口卸売 ， 
その他サーピス 14(20.6%) 
ホテル ピジネスホテル， リネンサプライ
ソフトウェア開発 コンサルティング，システム運用支援
合計 70(26.8%) 261 
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さらに，サービス産業企業がどのような新サービス開発を行っているか
を把握するため，「事業の発展の経緯や売上高の大きさなどの観点から，貴
社が本業と見なしている事業名をご記入下さい。次に， 1970年前後以降に
創業した新規事業のうち，代表的なもの一つの名前をお示しください」と
いう質問も行っておいた。このような一連の質問を含む質問調査票につい
て， 70社から回答が得られた。回答率は， 26.8%であった。各業種毎の回
答企業数，各業種毎の新規事業の代表例，質問票送付企業数などを示した
ものが表1である。本論においては，ここで示した業種の各社から得られ
た，業界競争状況についてのデータ，各社が重要と見なす能力項目につい
てのデータ，サービス業務改善と新サービス開発に取り組む理由について
のデータ，などを用いて，各社がどのような背景をふまえて，サービス業
務改善と新サービス開発へ取り組む理由を明確化しているのかを明らかに
したい。
II サービス産業を取り巻く諸要因
1 • サービス産業を取り巻く経営環境
ここでは，経営環境の中でも，各企業が直面している業界競争の側面に
目を向けることにする。この業界競争の各傾向についての情報を得るため，
サービス産業企業の本業業界競争における価格競争の程度，品質競争の程
度，政府規制による行動の拘束の程度，サービスの陳腐化の速さ，新サー
ビスによる代替の程度，新規参入の起こり易さ，などについて質問調査票
の中で質問しておいた。なお，以上の諸側面の程度がどのようなものであ
るかを評価するにあたっては， l=非常に低い， 2=やや低い. 3 =中程
度， 4=やや高い， 5=非常に高い，という評価尺度を用いることにした。
その結果は表2に示した通りである。
その表2から読みとれることとは，サービス産業の本業における業界競
争についての最も顕著な特徴とは，政府規制による企業行動の拘束の程度
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表2 業界競争の特色
業界競争の特色 本業 新規事業
価格競争の程度 3.5 3.7 
品質競争の程度 3.6 3.8 
政府規制による行動の拘束の程度 3.8 2.8 
サービス陳腐化の速さ 2.9 3.3 
新サービスによる代替の程度 2.6 2.8 
新規参入の起こり易さ 2.3 3.2 
が高いことである。また次に目につく特徴は，価格競争の程度が高いこと，
また品質競争の程度も高いことである。これらの側面は，サービス産業を
めぐる現在の競争のあり方についてのものであると言うことができる。
ところが，他方において，サービス陳腐化のスピードは必ずしも速くな
く，新サーピスによる代替の程度もあまり強くない。さらに新規参入もか
なり起こりにくいようであった。これらの側面は，サービス産業をめぐる
現在の競争の構図の変化に関わるものであると考えることができる。この
ような現在の競争の構図の変化に関わる，サービス陳腐化の起こりにくさ，
新サービスによる代替の程度が低いこと，新規参入の起こりにくさという
側面は，実のところ，政府規制による企業行動の拘束の程度が高いという
側面からもたらされているのではないかと考えられる。
すなわち，価格競争，品質競争などをめぐる競争はある程度存在するが，
その競争の構図の変化を伴うようなダイナミックな変化には乏しい。現行
の競争の厳しさにもかかわらず，現行競争の構図変化という動向が見られ
ないという状況，そして政府規制による行動規制の程度が高いと言うこと
がサービス業界の経営環境を特色づける一般的な特徴と言えそうであっ
た。
2. サービス産業における重要能力
サービス産業企業がサーピス提供を行うにあたっても，製造業企業と同
様，一連の能力を必要とする。サービス産業において重要とされる能力が
サー ビス業におけるサー ビス業務改普と新サー ビス開発への取り組みの背景（廣田） (129) 129 
どのような特徴を持ったものであるかと言うことも，サービス産業企業の
対応を規定する重要な側面であると思われる。そこで，サービス産業にお
いて重要と思われる能力諸項目をリストアップしたうえで，それぞれの諸
項目がどの程度重要性を持つと思うかについての評価を回答企業に聞い
た。その質問においてリストアップされた諸項目としては，企業イメージ・
商品イメージ，新技術を有効に活用する力，市場動向・ニーズに対応した
サービス開発力，高度なサービス提供システム，柔軟な顧客対応力，チャ
レンジ体質，コストダウン能力，設備の保全・運用能力，サービス工程の
工業化能力，サービス拠点の立地条件，人材育成力，優秀なマネジャー，
情報収集力，情報ネットワーク・情報システム，顧客の参加を促す仕組み，
政府関係機関との関係などがあった。
回答評価の結果を検討すると，サービス産業において重要とされる能力
として高い評価を得ていたのは，市場動向・ニーズに対応したサービス開
発力，柔軟な顧客対応力，人材育成力，優秀なマネージャー，情報収集力，
企業イメージ・商品イメージなどであることが分かった。他方，設備の保
表3 サービス産業における重要能力
サーピス産業における重要能力 本業 新規事業
企業イメージ・商品イメージ 4.3 4.2 
新技術を有効に活用するカ 3.7 3.6 
市場動向・ニーズに対応したサービス開発力 4.5 4.5 
高度なサーピス提供システム 4.0 4.2 
柔軟な顧客対応力 4.5 4.6 
チャレンジ体質 4.3 4.4 
コストダウン能力 4.2 4.3 
設備の保全・運用能力 3.8 3.7 
サーピス工程の工業化能力 2.9 2.8 
サーピス拠点の立地条件 3.9 3.8 
人材育成カ 4.5 4.5 
優秀なマネージャー 4.5 4.6 
情報収集カ 4.3 4.5 
情報ネットワーク・情報システム 4 3 4.2 
顧客の参加を促す仕組み 3.5 3.4 
政府関係機関との関係 3.5 2.9 
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全・運用能力，サービス工程の工業化能力などはサービス能力としての重
要性に関しては低い評価しか受けていないことがわかった。
II サービス産業がサービス業務改善に取り組む理由
1. サービス業務改善に取り組む瑳由
サーピス産業は，変化の厳しい競争状況のもとで，現在のサービスのあ
り方を少しでもよりよいものとしようとしていると思われる。例えば，宅
配便業界では，時間指定配達サービスを開始したり，航空路線業界では，
航空券の購入方法をインターネットでもできるようにしたり，より簡便な
方法を用いるようになっている。このように，既存のサービスのあり方を
少しでもよりよくしようとする場合，すなわちサービス改善を図るという
場合，サービス内容の改善を図る場合と，サービスを提供するプロセスを
改善する場合とが考えられる。本論文では，両方の意味を含むものとして
「サービス業務改善」と言う用語を用いたい。質問調査票において，各企
業の本業においてサーピス改善を図る理由として，表4に示した諸項目を
あげ，それぞれの重要性を評価してもらったが，ここでは，その評価を検
討することにしたい。
まず筆者として注目したいことは，業界の競争激化に対応するため，他
社との差別化の必要性のため，顧客要求が厳しくなったから，などがサー
ビス改善の理由の中心的なものであったと言えそうであるということであ
る。それに対して，新技術の適用可能性という理由は，サーピス業務改善
の必要性の理由としては，かなり低い位置づけしか与えられていないよう
であった。またサービス規模の拡大に伴う自動化の進展のためという理由
も，最も低い位置づけしか与えられていなかった。このように技術面での
可能性からサービス改善に取り組むと言う側面はあまり重要ではないと言
えるようであった。
つまり，サービス改善を必要とさせているのは，技術革新の進展という
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表4 サービス業務改善に取り組む理由
サービス改善に取り組む理由 本業 新規事業
業界の競争激化のため 4.3 4.4 
収益性の低下に対処するため 4.1 3.8 
マーケット・シェアの維持のため 4.1 3.9 
コスト・ダウンの必要性のため 3.6 3.2 
他社との差別化の必要性 4.3 4.1 
顧客要求が厳しくなったから 4.2 3.9 
新技術が適用できるようになったから 3.3 3.1 
サービス規模の拡大に伴う自動化の進展のため 3.1 2.7 
l=非常に低い， 3=中程度， 5=非常に高い。・
よりも，市場競争の剌激によるものであることが多いといえるのではない
かということである。言いかえれば，サービス改善は，テクノロジー・プ
ッシュよりデマンド・プルで行われていると言えるのではないかというこ
とである。
2 • 業種毎サービス業務改善への取り組み理由
ここで，業種紺のサービス改善に取り組んだ理由を計算し，表示したも
のが表5である。その表から，新技術が利用できるようになったからサー
ビス改善に取り組むと言う側面をかなり高く評価していた業種として，卸
売り，小売り，その他金融，証券，海運，倉庫・運輸，放送・通信，など
があることがわかった。これらの業種は，設備集約的な業種であり，その
ような業種では，新技術が適用できるようになったと言う理由をもとにサ
ービス改善を図るという側面がかなり一般的に見られると思われる。ただ
し，これらの部門は，競争の激しい部門でもあり，そのような競争の激し
さが新技術の適用を行うことの必要性をより高いものとしていたとも考え
られる。
3 • サービス業務改善理由を規定する要因
次に，最初に検討した市場競争環境諸要因と企業自体が重要と見なす能
力とが，どの程度サービス業務改善へ取り組む理由を規定しているのかを
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表5 業種毎のサーピス業務改善への取り組み理由
， 業界の競収益性のマーケッコストダ他社との顧客要求新技術がサーピス争檄化の低下に対ト・シェウンの必差別化のが厳しく適用でき規の拡大ため 処するたアの維持要性 必要性 なったかるようにに伴う自め のため ら なったか動化のたら めの進展
のため
卸売（商社） 4.2 4.0 4.2 3.8 4.2 4.2 3.5 3.3 
小売（百貨店 4.3 4.3 3.8 3.0 4.3 4.0 2.5 2.7 
小売（スーパー） 4.8 4.2 4.0 3.2 4.5 4.3 4.0 3.7 
銀行 4.0 3.5 4.3 3.0 4.5 4.0 3.0 2.8 
その他金臨 4.5 3.5 4.5 3.5 5.0 4.0 4.5 4.5 
保険 5.0 3.8 4.8 3.0 4.3 4.3 3.3 3.0 
証券 5.0 5.0 5.0 4.0 4.5 4.0 4.5 3.5 
不動産 5.0 3.0 3.0 4.0 4.0 3.0 2.0 2.0 
海運 5.0 4.7 4.7 5.0 4.7 4.0 4.0 3.7 
鉄道 3.4 3.6 3.1 3.0 3.5 4.0 2.9 3.3 
陸運（宅配） 4.8 4.0 4.8 3.0 4.8 4.6 2.6 2.4 
空運 4.0 4.5 4.5 4.0 4.5 3.5 2.5 2.0 
倉庫・運輸 4.0 4.5 4.0 4.5 4.5 4.0 3.5 4.5 
放送・通信 5.0 4.5 4.0 4.5 4.0 5.0 5.0 3.5 
電力 2.0 3.0 1.5 4.0 1.5 4.0 3.5 2.0 
ガス 4.0 3.0 4.0 2.7 3.3 3.7 3.3 4.0 
その他サービ 4.6 4.6 4.4 4.4 4.9 4.5 3.1 3.1 
F値 2.30** 1.22 2.62● * 1.83* 3.65*** 0.60 1.56 1.19 
• P <0.1 •• P <0.05 ••• P <0.01で有意。
回帰分析を通じて明らかにしたい。そのときの手法としては，ステップワ
イズ法をとり，説明力がある一定レベル以上 (F値が0.1以上の向上）の変
数を説明変数に入れ，説明力がある一定以下のものは，説明変数から落と
すという仕方で，説明変数の確定を試みた。
まず第 1に，「業界の競争激化のため」と言うサービス業務改善理由の強
さを規定している主要な要因としては，価格競争の程度，新規参入の起こ
り易さの程度という市場環境要因がステップワイズ回帰分析においては説
明変数として選ばれた。これらの側面が強ければ強いほど，業界の競争激
化のためというサーピス業務改善理由の評価点が高くなるということであ
る。すなわち，現在生じている価格競争だけでなく，新規参入の脅威とい
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表 6 サービス業務改善理由を規定する要因
ミ規定要因 業界の蘭 収益性の マーケッ コストダ 他社との 爾客要求 新技俯が サーピス争激化の 低下に対 ト・シェ ウンの必 差別化の が厳しく 適用でき 規I)拡大ため 処するた アの維持 要性のた 必要性 なったか るように に伴う自め のため め ら なったか 蘭I)ためら
価格競争の程度 .363 .330 .548 .409 
市 品質競争の程度
政府規制による行動の拘束
場 の程度
環 サーピス陳腐化の速さ
境 新サービスによる代替の程 .283 
度
新規参入の起こり易さ .193 .253 
企業イメージ・商品イメー .213 
ジ
新技術を有効に活用するカ .441 .344 
市場動向・ニーズに対応し .257 .384 
たサーピス開発力
高度なサービス提供システ
ム
重 柔軟な顧客対応力 .338 -.270 -.221 
チャレンジ体質 .223 
要 コストダウン能力 .253 
設備の保全・運用能力 .211 
ム月ヒ サービス工程の工業化能力 -.265 .242 -.170 
サービス拠点の立地条件 .172 .250 
ヵ 人材育成カ .567 
優秀なマネージャー .438 .256 
情報収集カ
情報ネットワーク・情報シ -.288 
ステム
顧客の参加を促す仕組み
政府関係機関との関係 .189 .315 
修正済み R• .504 .127 .276 .262 .529 .207 .434 .337 
表中の数字は標準化回帰係数を示す。
うよりダイナミックな市場環境の動きをもふまえて，「業界の競争激化のた
め」というサービス業務改善理由が意識されているということである。と
ころで，企業イメージ・商品イメージ，市場動向・ニーズに対応したサー
ビス開発力，チャレンジ体質，等がその会社にとって重要な能力項目と見
なされている程度などの側面も説明変数として選ばれた。これらの側面が
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重要な能力項目であればある程，「業界の競争激化のため」というサービス
業務改善目的の強さが強くなると想定されている。これらの前向きにサー
ビスを高めていこうとする諸側面が重視されていればいる程，業界の競争
の激化というサービス業務改善理由が切実なものと意識される傾向が強く
なると考えられるのである。ただし，サービス工程の工業化能力という能
力項目については，むしろそれが重要であればある程，「業界の競争激化の
ため」というサービス業務改善理由の評価点が低くなっているように思わ
れた。一般にこの能力は電力など大規模設備集約的な業種で重視されるこ
とが多いが，これらの業界においては規制などで競争が制限されていたり，
そもそも競争的な状況が存在していないという側面も介在するため，この
サービス工程の工業化が重要である程度の「業界の競争激化のため」とい
うサーピス業務改善理由への影響力がマイナスとなっていると考えること
もできる。
次に，「収益性の低下に対処するため」と言うサービス業務改善理由の強
さを規定している主要な要因としては，柔軟な顧客対応力，設備の保全・
運用能力がステップワイズ回帰分析において説明変数として選ばれた。こ
れらの能力が高いという前提のもとに「収益性の低下に対処するため」と
いうサーピス業務改善理由が強く意識されるようになっていると思われ
る。
さらに「マーケット・シェアの維持のため」というサービス業務改善理
由を規定している主要な要因としては，価格競争の程度が高いという市場
環境要因に加え，優秀なマネジャーがサーピスを提供するうえで重要であ
ると見なしているという企業の側の認識があげられているようであった。
ここでも，単に市場環境要因のみによって，サービス業務改善理由が決定
されるのではなくて，企業の側での重要能力項目の認識をふまえ，そのよ
うな重要能力を活用すれば達成することのできる理由として，「マーケット
シェアの維持のため」というサーピス業務改善理由の意味が高く評価され
るようになっていると思われる。
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また，「コストダウンの必要性のため」というサーピス業務改善目的を規
定している主要な要因としては，「サービス工程の工業化能力」，「コストダ
ウン能力」を重要と見なしているという企業の側の意識に加え，「新規参入
の起こりやすさ」の程度という市場環境要因があげられていることを読み
とることできた。新規参入が生じやすい市場環境のもとにおかれつつ，サ
ービス工業化能力やコストダウン能力を重要と考えている場合に，「コスト
ダウンの必要性のため」というサービス業務改善理由が強く意識されると
いうことであろう。
「他社との差別化の必要性」というサービス業務改善に取り組むという
理由を規定している主要な要因としては，市場環境状況としての価格競争
の程度と，企業の側において，人材育成力を重要と考える程度，市場動向，
ニーズに対応したサービス開発力を重要と考える程度などがあるように思
われた。しかし，企業の側で，サービス工程の工業化能力，情報ネットワ
ーク，情報システムを重視する程度が高ければ，むしろ「他社との差別化
の必要性」というサービス業務改善理由の強さの程度は低くなるようであ
った。
さらに，「顧客要求が厳しくなったから」というサービス業務改善理由を
規定している主要な要因としては，一つには，市場環境の側面としての「価
格競争の程度」，他方で企業の側での優秀なマネジャーが重要であるという
認識とがあげられているようであった。
そして，「新技術が適用できるようになったから」というサービス業務改
善理由を規定している主要な要因としては，その市場環境における新サー
ビスによる代替の程度に加えて，企業の側での新技術を有効に活用する力，
サービス拠点の立地条件，政府関係機関との関係があげられていた。
最後に，「サービス規模の拡大に伴う自動化の進展」というサービス業務
改善理由を規定している主要な要因としては，政府関係機関との関係，新
技術を有効に活用する力，サービス拠点の立地条件などがあげられるよう
であった。柔軟な顧客対応力については，この側面が重要と考えられる程，
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この「サービス規模の拡大に伴う自動化の進展」をサービス業務改善の理
由とする評価点が低くなるようであった。
以上のような分析から，サービス業務改善理由は一方において市場環境
特性によって規定されるが，他方で企業の側で何を重要能力であるかと考
えるかという側面によっても規定され，その両者の組合せによってサービ
ス業務改善理由が決まってくると言うことが言えそうであった。
IV サービス産業が新サービス開発へ取り組む理由
1 • 新サーピス開発に取り組む理由
以上ではサーピス業務改善を図る理由について検討したが，次に新サー
ビス開発へ取り組む理由について，表4で示した諸側面の重要性を評価し
てもらった。回答を分析した結果によって，未充足の顧客ニーズを満たす
ため，企業成長達成のため，収益性の改善のため，企業イメージの向上の
ため，などが新サーピス開発の必要性の理由として重視されていることが
分かった。
製造業については，余剰の企業能力を有効に生かすという動機が新製品
開発，新事業進出の理由と位蹟づけられることが多いと思われるのに対し，
今回のサーピス業企業については，そのような側面はあまり見られないよ
うであった。なお，銀行業のサービス多角化の理由を問うた研究において，
国毎のサービス多角化の決定要因が異なることを見いだしているものがあ
る。その研究では，イギリス，メキシコ，スペインの比較を行い，コア能
カの利用という理由はイギリスにおいては重視されていたのに対し，他国
ではそれ程でもなく，業界の成熟化という理由がスペインでは重視されて
いたのに対し，他国ではそれ程でもなく，また全般的な経済成長がメキシ
コでは重視されていたのに対し，他国ではそれ程でもないと言うような差
異を見いだしていた (Batis-Lazoand Wood; 1999)。この研究結果と，本
研究での結果を比較して言うならば， 日本のサービス企業については，ま
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だイギリス的な余剰能力の活用という行動パターンが見られないようであ
ったと言えるのではないかと思われた。
表1 新サービス開発へ取り絹む理由
新サービス開発へ取り組む理由 本業 新規事業
余剰能力の利用のため 2.3 2.3 
未充足の顧客ニーズを満たすため 4.2 4.1 
企業成長達成のため 4.4 4.4 
他事業とのシナジーを生み出すため 3.2 3.6 
企業イメージの向上のため 3.8 3.8 
新技術が適用できるようになったから 3.2 3.0 
収益性の低下に対処するため 3.6 3.6 
1 =非常に低い. 3 =中程度， 5=非常に高い。
2. 業種毎新サービス開発への取り組み理由
次に，業種毎の新サービス開発への取り組み理由を示したものが表8で
ある。その表において見いだされるように，「未充足の顧客ニーズを満たす
ため」に新サービス開発に取り組むという側面を強く意識している業種と
しては，小売（スーパー），銀行，その他金融，保険，証券，陸運（宅配），
空運，放送・通信などがあり，そのような側面をあまり強く意識していな
い業種には，卸売（商社），小売（百貨店），倉庫・運輸，電力などがあっ
た。前者は，小売（スーパー）をのぞいて，自由な事業展開が制約されて
きたものが多く，そのため潜在的には様々の顧客ニーズに応える可能性を
持ちながら，それが制約されてきたものの，近年の規制緩和の動きをふま
えて，新たな展開を模索し始めている業種である。このような状況のもと
で「未充足の顧客ニーズを満たすため」という理由から，新サービス開発
に取り組んでいるようであった。それに対して，後者のグループには，電
カのように地域独占的なものと，卸売（商社），小売（百貨店）のようにか
なりの競争を経験しているグループとがあるようであった。
また「企業イメージの向上のため」という側面を強く意識している業種
としては，その他金融，保険，鉄道，空運，放送・通信などの業種があっ
た。これらの比較的規制の強い分野では，このような動機から新サービス
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開発に取り組むこととなっているようであった。
さらに「新技術が適用できるようになったから」という側面を強く意識
している業種としては，その他金融，海運，空運などがあった。これらは，
設備集約的にサービス提供を行う業種であり，この分野においては，新技
術の適用可能性をふまえて新サービス開発に取り組むと言うことがしばし
ば見られると思われた。
表8 業種毎新サービス開発への取り組み理由
三業種 余剰能力 未充足の 企業成長 他事業と 企業イメ 新技術が 収益性の利用の 願客ニー 達成のた のシナジ ジーの向 適用でき 低下に対ため ズを満ため ーを生み上のためるように処するたすため だすため なったかめら
卸売（商社） 2.8 3.3 4.2 3.5 3.3 3.7 3.8 
小売（百貨店） 2.5 3.8 4.0 3.0 2.8 2.5 3.0 
小売（スーパー） 1.5 4.7 4.7 3.0 3.8 3.2 3.2 
銀行 2.0 4.5 4.5 3.0 3.5 2.8 3.5 
その他金馳 1.0 4.5 5.0 4.0 4.0 4.5 4.0 
保険 3.5 4.8 4.3 1.8 4.2 3.3 2.3 
証券 1.3 5.0 4.0 3.0 2.0 3.0 3.5 
海運 2.7 4.3 4.3 3.0 3.7 4.0 4.0 
鉄道 2.3 4.0 3.8 4.0 4.3 3.1 3.6 
陸運（宅配） 2.2 4.8 4.6 3.4 3.6 2.6 3.0 
空運 2.0 5.0 5.0 3.0 5.0 4.5 5.0 
倉庫・運輸 2.0 3.5 4.0 4.0 2.5 3.5 4.0 
放送・通信 2.5 5.0 5.0 1.0 5.0 3.0 3.0 
電力 1.5 3.5 3.0 2.0 3.0 3.5 3.0 
ガス 2.7 4.0 4.3 3.0 3.3 3.7 3.3 
その他サービス 2.5 4.0 4.9 3.6 4.5 3.1 4.4 
F値 1. 99•• 2. 03*** 2. 95•• 1.24 5.67*** 1.27 1.53 
• P <0.1 • • P <0.05 ••• P <0.01で有意。
3. 新サービス開発理由を規定する要因
次に，市場環境諸要因と企業自体が重要と見なす能力とが，どの程度新
サービス開発へ取り組む理由を規定しているかを回帰分析を通じて明らか
にしたい。手法としては，サービス業務改善への取り組みについての分析
と同様に，ステップワイズ法をとることとし，説明力がある一定レベル以
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上 (F値が0. 1以上の向上）の変数を説明変数に入れ，説明力がある一
定以下のものは，説明変数から落とすという仕方で，説明変数の確定を試
みた。
表 9 新サービス開発理由を規定する要因
新サービス開発へ取り組む 余剰能力 未充足(/)企粟成長 他車業と 企業イメ 新技術が 収益性低
理由 の利用の 顧客ニー 達成のた のシナジ ジーの向 適用でき 下に対処
ため ズを憐ため をー生み 上のため るように するため
すため だすため なったか
ら
業種
価格競争の程度
市 品質競争の程度
場 政府規制による行動の拘束の程度 .285 -.256 
環 サーピス陳腐化の速さ .273 
境 新サーピスによる代替の程度
新規参入の起こり易さ .368 
企業イメージ・商品イメージ .272 
新技術を有効に活用するカ .462 
市場動向・ニーズに対応したサー -.324 .504 .497 
ピス開発力
高度なサーピス提供システム -.192 
柔軟な顧客対応力
チャレンジ体質
重 コストダウン能力
要 設備の保全・運用能力
サーピス工程の工業化能力 .481 
能 サービス拠点の立地条件 .260 
力 人材育成カ
優秀なマネージャー .339 .280 
情報収集カ
情報ネットワーク・情報システム -.466 
顧客の参加を促す仕組み
政府関係機関との関係 .250 
修正済み R' .106 .265 .390 .189 .060 .267 .349 
表中の数字は標準化囮帰係数を示す。
まず第 1に，「余剰能力の利用のため」と言う新サービス開発への取り組
み理由の強さを規定している主要な要因としては，市場動向・ニーズに対
応したサービス開発力と優秀なマネージャーという企業の側での重要能力
項目がステップワイズ回帰分析においては説明変数として選ばれた。優秀
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なマネージャーの重要性が強ければ強いほど，「余剰能力の利用のため」新
サーピス開発に取り組むという理由づけが強くなると言うことである。他
方，市場動向・ニーズに対応したサービス開発力がその会社にとって重要
な能力項目と見なされていればいる程，「余剰能力の利用のため」という新
サービス開発理由は弱くなると想定されている。これは市場志向のアプロ
ーチと，内部資源の有効活用というアプローチとは相反する方向性のもの
であることを示すものであろう。
次に，「未充足の顧客ニーズを満たすため」と言う新サービス開発取り組
み理由の強さを規定している主要な要因としては，政府規制による行動拘
束の程度という市場環境側面と，市場動向・ニーズに対応したサービス開
発力を重要と考える程度という側面とがステップワイズ回帰分析において
は説明変数として選ばれた。政府規制が強い業界においては，まだまだサ
ービスのバラエティが不足しており，充足されていない顧客ニーズも多い
と考えられるのであり，市場動向・ニーズに対応したサービス開発力を持
つ企業が，「未充足の顧客ニーズを満たすため」という新サービス開発取り
組み理由を強く意識することになっていると思われた。
また，「新技術が適用できるようになったから」という新サービス開発取
り組み理由を規定している主要な要因としては，「新技術を有効に活用する
ヵ」や「政府関係機関との関係」を重要と見なしているという企業の側の
意識があることが分かった。新技術の適用による新サーピス開発への取り
組みにあたっては，技術力だけでなく，種々の制度変化に対応するような
制度操作能力も必要であり，政府関係機関との関係という側面が，この制
度操作能力を表していると考えることができると思われた。
V 結論
本論では，まずサービス産業において，サービス業務改善に取り組む理
由としてはどのようなものがあるかを検討した。その結果，業界の競争激
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化に対応するため，他社との差別化の必要性のため，顧客要求が厳しくな
ったから，などがサービス業務改善に取り込む理由の中心的なものである
ことが分かった。それに対して，新技術が適用できるようになったからと
いう側面については，サービス業務改善に取り組む理由としてかなり低い
位置づけしか与えられていないことも分かった。ただし，新技術が適用で
きるようになったからサービス改善に取り組むと言う側面をかなり高く評
価していた業種もあり，それは卸売り，小売り，その他金融，証券，海運，
倉庫・運輸，放送・通信，などであることが分かった。これらの業種は，
設備集約的な業種であり，このような業種では，新技術が適用できるよう
になったという理由をもとにサービス業務改善に取り込むという側面がか
なりの程度見られるように思われた。
このように，サービス業務改善への取り組み理由は業種の特性によって
決められるという側面があるものの，基本的には一方において市場環境特
性によって規定されるとともに，他方で企業の側で何を重要能力であると
考えるのかという側面によって規定され，その両者の組合せによってサー
ビス業務改善取り組み理由が決まってくると言えそうであった。なお，サ
ービス企業をとりまく市場環境としては，価格競争が現に厳しくなってい
るという側面と，新規参入が起きやすくなっているという側面とがあるよ
うであったが，これらの側面はサービス業務改善への取り組みを生じさせ
る必要条件であるとしても，それらの存在だけではサービス業務改善への
取り組みを引き起こす十分な条件とは言えないようであった。企業の側で
の，顧客ニーズに対応できるという能力やコストダウン能力，サービスエ
程を工業化する能力や優秀なマネジャーの活用能力，などの中で何が重要
能力であるのかの認識を明確化させることがサービス業務改善への取り組
み理由を明確化させるための十分条件となっていると思われた。
本論では，さらにサービス産業が新サービス開発に取り組む理由として
はどのようなものがあるのかも検討した。製造業については，未利用の企
業能力を有効に活かすという動機が新製品開発，新事業進出についての理
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由としてあげられることが多いと思われるのに対し，サービス産業企業に
ついては，そのような側面はあまり見られないようであった。それに対し
て，「未充足の顧客ニーズを満たすため」に新サービス開発に取り組むとい
う側面を強く意識している企業が多く見られたが，そのような企業が属す
る業種としては，銀行，その他金融，保険，証券，陸運（宅配），空運，放
送・通信などがあるようであった。これらの業種は，種々の規制を通じて
自由な事業展開が従来制約されることが多く，そのため潜在的には様々の
顧客ニーズに応える可能性を持ちながら，実際には事業展開が制約される
ことが多かったのに対して，近年の規制緩和の動きをふまえ新たな展開を
模索してきていると思われる。
このように，新サービス開発への取り組み理由も，一方においては市場
環境特性によって規定されるとともに，他方では企業の側で何を重要能力
であると考えるかという側面によっても規定されているようであった。た
だし，新サービス開発への取り組み理由については，市場環境特性の中で
も本業における価格競争や品質競争の程度はあまり問題とされず，政府規
制による行動の拘束の程度や，サービス陳腐化の速さ，新規参入の起こり
易さなど，業界における根本的変化につながる側面が重視されているよう
であった。また新サービス開発への取り組みの理由づけに関わる重要能力
としては，市場動向・ニーズに対応したサービス開発力，優秀なマネジャ
ーなどの人的なものに立脚したもの，サーピス工程の工業化能力，サーピ
ス拠点の立地などの物的なものに立脚したもの，政府関係機関との関係な
どの関係的なものに立脚したものがあげられていた。各サービス企業は，
当該サービス業界において根本的変化が生じかねないと言う状況認識をふ
まえつつ，人的，物的，関係的資源を動員して，「未充足の顧客ニーズを充
足するため」，「企業成長達成のため」，「他事業とのシナジーを生みだすた
め」などの新サーピス開発への取り組み理由を明確化していきながら，新
サービス開発に取り組んでいることが分かったと言えよう。
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